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本提言では、地理空間情報システム（GIS）によって、高齢者の分布，避難所の配置、物資拠点の配

置，各種交通機関の状況を１つの地図上に表現し視覚化を図ることにより、今後の災害発生時において災

害弱者が生じる可能性がある地域をピックアップし、適切な避難所、物資拠点の配置など防災・減災の観

点からの事前復興政策を明らかにしている。また，GIS で取得した地理情報をもとに差の差分法（DID）

により、震災が熊本県の各地域の公示地価にどのような影響を与えるかについて実証分析を行うことで熊

本地震による震災の危険度を定量的に計測した。分析の結果、マグニチュードの大きい危険度の高い地域

では低い地域に比べて地価が 8.46%下落していることを明らかにした。本分析の結果を踏まえ、将来発生

し得る自然災害に直面しても県民が安心して暮らすことのできる、熊本の強靭でかつ持続可能な「ふるさ

と」の形を提案していきたい。 

 

１．政策提言の背景 

2016 年の熊本地震の発生により、多くの住民が避難所生活を送ること余儀なくされた。

その際、避難所の運用を巡っては様々なトラブルが発生した。例えば、ある地域の避難所

では、避難者の数に対しての避難所のキャパシティが合っておらず、結果として学校のグ

ラウンドや駐車場にブルーシートを敷いて、一夜を明かすことを強いられた避難者が少な

からず発生した。また、4 月 17 日 14 時 30 分の時点での、美里町と益城町における避難所

と避難者の数を見ると、明らかに避難所の数が不足していたことが明らかになった（美里



町、益城町 1）、ダイバーシティ研究所 2)）。今回はその事実に鑑み、将来発生し得る自然災

害への避難所不足の問題の解決を図ることを目的とし、今回提言を行った。 

 
２．政策提言によって解決したい課題 

熊本地震時の避難所を巡る様々なトラブルの中で特に我々が問題視したのが、避難所の

設置に際し、災害弱者となる可能性の高い高齢者の居住地と最寄り避難所との近接性につ

いて配慮が不足していた地域が存在した点である。震災の避難プロセスあるいは復旧過程

において緊急避難所の立地の偏向は、復興プログラムの策定の小さくない障害となった。

これらの教訓を踏まえ、今後の災害において被害が想定される地域の危険度を的確に把握

し、各地域に実情を踏まえて事前復興政策を策定することが肝要である。特に災害弱者と

なる可能性が高い高齢者の防災・減災支援は喫緊の課題である。強靭かつ持続可能な新し

いふるさとを作っていくうえで、高齢者などの自力で避難が難しい層の支援は今まで以上

に重点化される必要になると考えたことが今回の提言の背景である。 

 
３．課題解決策の特徴、重要性、有効性 

 我々の課題解決策の特徴は、地理空間情報システム（GIS）を援用し、熊本県内の災害危

険地域の視覚化をはかり、差の差分法（DID）で危険度を定量的に分析することで、地域の

実情に即した事前復興政策への処方箋を提示している点である。地理情報システムを援用

した分析の利点は、複数の情報を１つの地図上に表することで政策効果の有効性を視認で

き，東日本大震災以降、事前復興政策の策定に活用され始めた比較的新しい手法である。 

我々の課題解決策は、今後の熊本県の巨大な自然災害に対する事前復興政策において，危

険度に即した避難所の立地政策や震災の被害が甚大であった地域の復興ロードマップを策

定する上で有益な情報を与えており、有効性があると考える。 

 
４．課題解決策の具体的な手法 

４．１ GIS による災害避難所と支援物資の物流システムに関する分析 

課題解決を行っていくにあたり、まず熊本市などの公表データを援用し、住民特性および

防災・減災政策に大きく影響すると考えられる熊本県内の緊急避難所や避難物資中継所と

災害弱者となる可能性がある高齢者の分布を GIS で視覚化を図ることで、より地域特性に

即した現在の熊本県内の事前復興の課題を明らかにする。 

最初に熊本県の各地域の高齢化率 3)と熊本県災害避難所の住所データ 1)をアドレスマッ

チングにより緯度経度情報に変換し，国土数値情報および総務省統計局から取得した住民・

地域特性に関するデータを GIS を用いて視覚化を図る。 

次頁の図 1を概観すると、宇城市・美里町・山都町や天草地方の内陸部が高齢化率の高さ

に対して相対的に避難所が少ないことが明らかとなり、来るべき災害に備え、優先的に避難

所を整備するなどの事前復興を行うべきであることが分かった。 



次に、支援物資中継所のデータ 4)5)と緊急輸送道路のデータ 6)を GIS により視覚化するこ

とで緊急支援物資の効率的な配分を阻害する要因を明らかにする。図 2 より、支援物資中継

所（備蓄倉庫）が熊本市に集中していることが分かった。このような支援物資中継所の偏在

が今後も解消されなければ、災害が発生した際、他地域への支援物資の円滑な輸送が阻害さ

れる可能性がある。よって、食料などの供給の拠点となる備蓄倉庫を、どの地域にもかかわ

らず速やかな支援物資の輸送ができるよう緊急輸送道路を踏まえた配置する必要がある。

特に、県南部や天草地方に備蓄倉庫などの物資拠点を増強する必要があるだろう。同時に、

支援物資の品目についても特定の中継所に偏ることなく分配しつつ、各地域の人口特性に

応じて品目の分配ウェイトを配慮することも求められる。 

また、図 2 より、避難所は偏在は認められるものの県内に相対的に分散しているが、物資

拠点は熊本市内に集中の強度が高いため支援物資中継所の整備に事前復興の重心が置かれ

るべきである。 

 
図 1．熊本県内の高齢化率と熊本県内災害避難所の立地分布 

出所：熊本県の各地域の高齢化率と災害避難所の住所データ、総務省統計局「国勢調査」，国

土交通省「国土数値情報」より作成 

 
図 2．熊本県内の支援物資中継所の立地状況及び緊急輸送道路 

出所：支援物資中継所と総務省統計局「国勢調査」、国土交通省「国土数値情報」のデータよ

り作成 



４．２ 震災の危険度と公示地価に関する DID 分析 

事前復興政策を策定するにあたり、熊本県内の各地点における地震危険度を推定する必

要がある。そこで公示地価を利用したヘドニックアプローチによって地価関数を推定する

ことで熊本地震による震災の危険度を定量的に測る。まず、熊本県の観測点における本震の

震度とマグニチュードのデータ 7)8)、熊本県の公示地価データ 9)、避難所までの距離、都心

への近接性（熊本駅までの距離、最寄り駅までの距離）を考慮し、公示地価を目的変数とし

た地価関数を推定し、熊本地震の地震危険度を DID 分析によって定量分析を行う。 

推定結果は以下の表１の通りである。 

 

表１．地価関数の推定結果（***は 1%水準、**は 5％水準で有意を表している） 

 

モデルⅠは線形モデル、モデルⅡは片側対数線形モデル、モデルⅢは両側対数線形モデル

を表している。モデルの当てはまりの良さを示す自由度調整済決定係数が最も大きいモデ

ルⅢを本研究では採用する。 

熊本駅からの距離、最寄り駅からの距離はいずれも係数がマイナスで有意な結果であっ

た。やはり交通利便性の高い地域は相対的に地価が上昇すると言える。また、避難所からの

距離が 1％近くなると地価が 3.8％上がることが統計的に有意な結果となった。避難所への

アクセスの良さは地価を押し上げる、すなわち土地利用への需要が増加することを意味し

ている。 

年 D×危険度 D は震災後かつマグニチュードの大きかった観測点を１とするダミー変数

で係数は-0.0846、t 値は-2.262 であるから、マグニチュードの大きかった観測点はそうで

なかった観測点に比べると 8.46%も地価が下落していることが分かる。これらの地域は甚大

な被害が発生したため土地利用への需要が大きく減少している地域である。したがって、震

災を風化させないためにも、これらの地域に防災に役立つ施設を作るなどして、新しい熊本



を作っていく上でのシンボル的な場所にしてはどうだろうか。 
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